
資料６ 
豊岡市大交流ビジョン案に対する意見募集（パブリックコメント）の結果 

 

１ パブリックコメント実施状況 

 ⑴ 意見の募集期間     平成 31 年３月５日（火）～18 日（月） 

 ⑵ 意見の応募者数及び件数 36 人（94 件） 

 

２ 意見の概要 

  観光振興財源のあり方に関係する主な意見 

観光振興

財源のあ

り方につ

いて 

入湯税、契約入浴料に加えて宿泊税の徴収は、観光客の負担が増え、

理解が得られない。 

負担の増加は、地域間競争の減退につながり、需要の減少を招くた

め、宿泊税以外の方法で観光予算を確保することが必要である。 

宿泊税を課すことによる観光客へのメリットや値上げに対する明確

な説明が必要である。 

財源不足であれば、市民税、所得税、法人税等を充てるべき。 

観光産業だけ観光客から徴収することは筋違いで、必要であれば市

民から徴収するのが本筋である。 

宿泊税を徴収する場合、宿泊料金に関わらず同額を徴収することは

不公平となる。料金によって課税を変える、一定額以下は免税にする

などの工夫が必要である。 

まちへの投資なくして繁栄はない。良いアイデアを出して観光振興

財源を確保すべき。宿泊税の導入が必要な時機になってきたように

思う。 

宿泊税と契約入浴料を一本化し、新たな宿泊税から湯島財産区に繰

り出す仕組みが良いのでは。 

宿泊者への説明負担、他の観光地との不公平感が軽減されるのでは

ないか。 

入湯税をもっと観光のために使うべきでなはいか。 

財源不足であれば、市職員（人件費）を削減すべき。 

観光振興

財源の導

入による

影響につ

いて 

消費税の増税が行われる中で、宿泊税の徴収は観光客にマイナスイ

メージとなり、宿泊者が減少するのではないか。 

特に、若い客層の多い城崎では、大きな障害となりかねない。 

大都市圏以外の地方都市での宿泊税導入は、目的地選択の段階で不

利に働き、地域間競争に負けてしまう。 

入湯税、契約入浴料に加え、さらに宿泊税を徴収することは、多くの

労力とマイナスイメージの増幅だけしか生まない。 

城崎のシーズンオフは宿泊単価が低いため、宿泊税の導入は宿泊者

への負担が大きすぎる。 

 


